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【主担当部局：県土整備部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

自然災害からの被害を軽減させる「減災」の観点から、地域の実情をふまえた施設整備や適切な維

持管理が行われ、自然災害への対策が講じられている人家数が増加しています。また、県民の皆さん

の主体的な警戒避難に資する取組が進むとともに、災害発生時に対応できる緊急輸送道路等の機能確

保を図ることで、災害に対して安全・安心な県土づくりが進んでいます。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

自然災害への
対策が講じら
れている人家
数（累計） 

 243,200 戸 

 

244,200 戸  246,000 戸 

242,300 戸     

目標項目の説明と令和３年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

河川、砂防、海岸、治山事業により自然災害から守られる人家数 

３年度目標値 
の考え方 

河川、砂防、海岸、治山事業の事業計画等をふまえて、令和３年度に 1,000 戸増加させるこ
とをめざして目標値を設定しました。 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

洪水浸水想定

区域図作成河

川数（累計） 

 129 河川 
 

153 河川        210 河川 

109 河川           

要配慮者利用

施設、避難所の

保全施設数（累

計） 

 303 施設 

 

307 施設        314 施設 

302 施設           

緊急輸送道路

上の橋梁の耐

震補強進捗率 

 86.0％ 
 

88.0％        93.0％ 

84.0％           

 

 

 

 

 

Ⅰ「守る」～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～ 

 Ⅰ－１ 防災対策 

   Ⅰ－１－１ 防災対策の推進   

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

災害に強い県土づくり 

 

 



現状と課題 

①令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など頻発・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から、

県民の皆さんの生命と財産を守るため、令和２年度が最終年度となる国の「防災・減災、国土強靱

化のための３か年緊急対策」を活用し、河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震

対策等を進めていますが、対策が必要な箇所はまだ多数存在します。また、社会全体で洪水に備え

る「水防災意識社会」の再構築を一歩進め、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う持続可能な

治水対策である「流域治水」への転換が示されたことから、防災・減災対策の必要性がますます高

まっており、さらなる推進が求められています。 

②ソフト対策としては、簡易型河川監視カメラの設置、洪水・高潮浸水想定区域図の作成、土砂災害

警戒区域等の指定などの対策を進めています。これらの対策は、県民の皆さんがリスクを把握し主

体的な避難行動をとるための情報として、継続して取り組むことが求められています。また、水位

情報や土砂災害情報提供システム等の情報発信に取り組むとともに、ＤＸの推進による業務のさら

なる効率化や安全性の向上が求められています。 

③河川堆積土砂および河川内の樹木繁茂により浸水被害が助長されるおそれがあることから、河川の

流下能力を回復するため、令和２年度に創設された緊急浚渫推進事業も活用して堆積土砂撤去およ

び樹木伐採を進めています。また、老朽化が進んでいる河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の機

能を確保するため、修繕・更新を実施しています。引き続き、適切な維持管理と施設の老朽化対策

が求められています。  

④南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽

減するため、海抜ゼロメートル地帯などにおける河川・海岸堤防や河口部の大型水門、ダム等の耐

震対策を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められ

ています。 

⑤災害発生時に災害対応を迅速かつ効率的に実施するため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の

防災対策を重点的に進めてきました。引き続き、災害対応力の充実・強化に取り組むことが求めら

れています。 

⑥令和２年７月豪雨や台風等による山地災害の復旧や、災害を未然に防止するために山地災害危険地

区の整備未着手箇所で治山事業を実施しています。また、土砂流出防止機能が低下した保安林内の

森林整備を進めています。引き続き、山地災害防止に向け効率的な治山対策を進めていく必要があ

ります。 

⑦農地・漁港海岸堤防については、南海トラフ地震や津波・高潮などに対する安全性の確保を図るた

め、海岸堤防等の高潮対策および耐震・耐津波対策や長寿命化計画の策定を進めています。引き続

き防災・減災対策の取組を計画的に進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和３年度の取組方向 

 

①令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、頻発・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から

県民の皆さんの生命と財産を守るため、国土強靱化基本計画に基づき、河川・海岸・土砂災害防止

施設の整備や橋梁の耐震対策等を推進します。河川については、重要度や緊急性の高い河川を中心

に改修を進めるとともに、治水上ネック点となっている橋梁・堰等の河川横断構造物を重点的に改

築することにより、治水安全度の向上を図ります。砂防については、土砂災害防止施設の整備によ

り要配慮者利用施設、避難所、国道および県道等の保全に取り組みます。海岸については、高潮・

侵食対策による堤防背後住民の生命・財産の保全を進めます。また、河川・海岸・砂防の国直轄事

業や本体工事を進める川上ダムの早期完成を引き続き促進します。鳥羽河内ダムについては、引き

続き、本体工事の着手に向けた工事用道路の整備を進めます。また、令和元年および令和２年に被

災した公共土木施設の早期復旧に取り組みます。また、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」

の再構築を一歩進め、ダムの事前放流の取組など、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う持続

可能な治水対策である「流域治水」の取組を着実に進めます。また、防災・減災や、地球温暖化対

策などの観点から、グリーンインフラを推進します。 

②県民の皆さんがリスクを把握し主体的な避難行動に資するソフト対策として、洪水浸水想定区域図

の作成、水位・雨量情報システムの更新、簡易型河川監視カメラの検証、高潮特別警戒水位の設定

などに取り組みます。土砂災害警戒区域等の指定については、令和３年中の完了をめざすとともに、

開発等で地形改変などがあった箇所を抽出し、２巡目の基礎調査に取り組みます。また、危機管理

型水位計等の水位情報や土砂災害情報提供システム・簡易型河川監視カメラの情報発信、ドローン

の運用強化、ダム施設において遠隔操作の検討に着手するなど、ＤＸの推進に取り組みます。 

③河川堆積土砂および河川内の樹木については、河積阻害により浸水被害を助長するおそれがあるこ

とから、関係市町と共に優先度等を検討し、財政的に有利な事業債である緊急浚渫推進事業を最大

限活用して撤去・伐採を積極的に進めるとともに、災害復旧事業や砂利採取制度の拡充により官民

連携の強化も図りながら取り組みます。さらに、治山部局との連携により、土砂の発生抑制に向け

た取組を促進するとともに、市町管理区間の堆積土砂撤去を含めた河川全体の情報共有を行い、撤

去の連携を図ります。老朽化が進んでいる河川・海岸・土砂災害防止施設については、長寿命化計

画に基づく計画的な施設の修繕・更新を行います。また、あわせて定期点検などにより施設の状態

把握に努め、適切な維持管理を行います。 

④地震・津波による被害軽減のため、県管理の河川・海岸堤防や河口部の大型水門の耐震対策を進め

るとともに、令和３年度の完成に向けて宮川ダムの洪水吐ゲートの耐震対策を推進します。また、

県南部においては短時間で大きな津波に襲われることが想定される海岸堤防を津波に対して粘り

強い構造とする海岸堤防強靱化対策を進めます。 

⑤災害発生時に対応できる輸送機能確保のため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の防災対策を

引き続き進めます。 

 

⑥令和２年７月豪雨や台風等による山地災害等の早期復旧に取り組むとともに、土砂流出防止機能が

低下した保安林内の森林整備を進めます。また、山地災害危険地区の施設整備未着手箇所で治山事

業を実施し、災害の未然防止を進めるとともに、長寿命化計画に基づき老朽化した治山施設の機能

回復を図るため、改修等を実施します。 

⑦農地・漁港海岸堤防については、海岸堤防等の高潮対策および耐震・耐津波対策を計画的に実施す

るとともに、長寿命化計画に基づき適切な機能維持に取り組み、大規模地震や津波・高潮などに対

する安全性の確保を図ります。 

県土整備部 

農林水産部 



主な事業 

 

①河川事業【基本事業名：11301 洪水対策の推進】 

  予算額：(R2) １０，３１１，０５０千円 → (R3) １１，８８０，２４４千円 

  事業概要：河川改修等により治水安全度の向上を図るとともに、大型水門・ダム等の耐震対策や、

長寿命化計画に基づく計画的な施設の修繕・更新を進めます。避難に資するソフト対策

としては、洪水浸水想定区域図の作成、水位・雨量情報システムの更新を進めます。ま

た、簡易型河川監視カメラをはじめとする水害リスク情報の発信など、DXの推進に取り

組みます。流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を計画的に推進するため、

流域治水プロジェクトを着実に進めます。 

 

②河川堆積土砂対策事業【基本事業名：11301 洪水対策の推進】 

予算額：(R2) １，７４８，９１１千円 → (R3) ２，２５８，１１２千円 

事業概要：河川堆積土砂の撤去および河川内の樹木の伐採を、関係市町と優先度を検討しながら、

連携して実施します。 

 

③砂防事業【基本事業名：11302 土砂災害対策の推進】 

予算額：(R2) ４，７７７，０３３千円 → (R3) ５，０２６，５２７千円 

事業概要：砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、避難に資するソフト

対策として、土砂災害警戒区域等の指定を令和３年の完了に向け進めるとともに、開発

等で地形改変などがあった箇所を抽出し、２巡目の基礎調査に取り組みます。 

 

④海岸改修事業【基本事業名：11303 高潮・地震・津波対策の推進】 

予算額：(R2) ３，０７９，０５２千円 → (R3) ３，０７９，８１４千円 

  事業概要：堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。また、避難に資

するソフト対策として、伊勢湾沿岸の高潮特別警戒水位の設定に取り組みます。 

 

⑤緊急輸送道路機能確保事業【基本事業名：11305 緊急輸送道路等の機能確保】 

予算額：(R2) ８，１３０，０６３千円 → (R3) ８，２２６，３１４千円 

  事業概要：災害発生時に対応できる輸送機能確保のため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の

防災対策を進めます。 

 

  

⑥海岸保全施設整備事業【基本事業名：11303  高潮・地震・津波対策の推進】 

予算額：(R2) ２８８，０００千円 → (R3) ３２９，２５０千円 

事業概要：老朽化した海岸保全施設の改修等の実施により施設の機能強化、回復を進めます。 

 

⑦県営漁港海岸保全事業【基本事業名：11303  高潮・地震・津波対策の推進】 

予算額：(R2) ５５０，２５０千円 → (R3) ５６９，３９８千円 

事業概要：大規模自然災害に備えるため、海岸保全施設の改修等の実施により施設の機能強化を図 

るとともに、長寿命化計画の策定を行います。 

 

県土整備部 

農林水産部 



 

⑧治山事業【基本事業名：11304  山地災害対策の推進】 

予算額：(R2) ３，７０４，５６３千円 → (R3) ４，０７１，７２５千円 

事業概要：山地災害の復旧や予防を図る治山施設の整備を進めるとともに、公益的機能が低下した

保安林の森林整備や老朽化した治山施設の改修等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


